
平成２４年度 太陽光発電検討部会の概要
検討部会等の開催状況

参考資料２

開催日時 協議内容

平成25年１月25日 第1回 協議内容

＜取組＞
平成２３年度に検討した住宅用等太陽光発電の屋根借り事業について、課題を整理

し、今後の進め方について協議した。
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平成25年１月25日
10:00～11:45

第1回 協議内容
・部会長の選任
・これまでの取り組みについて
・取組状況の情報共有

平成25年２月25日
10:00～12:00

第2回 協議内容
・今年度のまとめ
・次年度の進め方

� 住宅用太陽光発電等の屋根借り事業は、以下に挙げられるような課題がある。

Ｈ２４年度のまとめと課題

借りる側（事業者）の課題 貸す側（建物所有者）の課題

・設置場所の確保
－建物の耐震性、施工性の判断
－長期間継続して設置可能かどうか

・規模の確保（導入コスト負担大）
・長期契約のリスク
・設備撤去時のルール
・賃料設定と採算性
・小規模分散型では維持管理コストがかかる

など

・耐震性の不安
・施工不良による雨漏り等のリスク
・事業者の事業継続への不安
・リスクに見合った賃料
・長期契約（途中解約）のリスク

など
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など

� 検討部会においても、上記のように課題が多く、このまま屋根借り事業モデルについて引き続き検討し
ても、事業化は困難ではないかとの意見も出た。このため、屋根借り事業モデルについて、太陽光発
電検討部会での協議は一旦休止し、新たな導入モデルを検討することとした。

� キーワードとして、これまでの「高知らしさ」、「防災に活かす」という考えに、「地域コミュニティ」という視
点を加え、地域が主体となった導入モデルとして、自治会の集会所等での太陽光発電導入モデルを
検討することとした。（モデル市町村として高知市を選定）

� これらの検討過程等を共有し、他の地域での取り組みへ広げることができれば、高知型の導入モデル
として期待できる。

� 自治会単位での太陽光発電等導入モデル（自治会モデル）においての、主な課題は以下のとおり。

� 防災面対策としての蓄電池の導入については、導入費用が高価なことや耐用年数が短いこと、また、災害時以外の
利用方法をどうするかということ。

� 自治会の集会所等への、太陽光発電や可搬型蓄電池の導入については、現在のところ使える国の助成制度がない。

� 組織として小さく自己資金が少ない自治会単位では、資金調達が難しい。



今後の進め方

� 地域の自治会等が主体的に取り組むことで、単に設備を導入するだけでなく、活
用面での色々なアイデアが出てくる可能性もある。

� また、再エネの普及に加え、地域コミュニティの活性化も期待でき、中山間対策
など本県が抱える課題解決のきっかけとしても期待できる。

� そのため、次年度は、自治会レベルでのワークショップ等を開催し、導入の意義
、目的等を自治会のメンバーと一緒になって考えながら、太陽光発電や蓄電池等
の導入計画をつくっていくこととする。
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の導入計画をつくっていくこととする。

� また、そうした取り組みを県内全域に広げていくためにも、取り組みの核となる
人材の発掘、育成もあわせて行う。

� 次年度の検討項目として、以下のようなことが挙げられる。
�災害時に必要な電力量と太陽光発電の規模
�必要な蓄電池容量
�平時の使用方法 など

� このほか、小規模太陽光発電の導入促進を図るため、公共施設の屋根貸しについ
ての課題と条件などを検討することとする。

太陽光発電導入
自治会モデルの検討（案）

地域の自治会

地域の集会所 太陽光発電
（10kW未満）

資金調達
・自己資金
・その他

現状として・・・
・高齢化

・相互扶助意識の低下
・担い手の減少
・機能の衰退

一方・・・
・自主防災組織の必要性
・地域のニーズに合致したスマートコミュニティー構想検討
への発展(人々のライフスタイル全体を視野に入れた社会
システム「スマートコミュニティ」のあり方の検討)
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ポータブル
蓄電池

余剰売電

【災害時】
◆情報収集
ラジオ、テレビ、携帯電話

◆情報発信
町内放送、携帯電話

◆その他
非常灯、集会所の照明

・その他

【平常時】

◆地区行事への活用
・地区運動会
・地区のお祭り

いざという時に使用できる

地域コミュニティ
の

活性化・再構築

・使用方法の啓発
・省エネの啓発

自治体支援

再エネの
普及促進

→  

地域単位でエネル
ギー活用（新たなエ
ネルギー管理ツー
ルの利用等）を話し
合うきっかけづくり

◆集会所の節電
◆売電収入で地域の自治活動を促進

みんなで考える


